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要 旨
本研究の目的は，保健所保健師の業務研究への取組みの実態と業務研究を実施する上での推進条件
を明らかにすることである．
業務研究を，公表することを前提に保健師個人としてだけでなく組織として実施する，実践の改善
をめざした研究活動とする．
全国の保健所にて保健師業務を統括する保健師（リーダー保健師）495名への無記名自記式の郵送
法による質問紙調査を実施した（2013年1月）．調査項目は基本属性，取組みの有無，業務研究の位置
づけ，保健所内外のサポート状況等，業務研究を推進する上で必要な条件への自由記述とした．分析
方法はIBM SPSS ver.21を用いて，項目ごとの単純集計，項目間の関連についてはχ2検定，取組みの
有無と保健所内外のサポート（VAS）に関してはMann„WhitneyのU検定を行った．条件について
は同質性からカテゴリーを抽出した．
倫理審査委員会の承認後，調査に着手した．
有効回答数は281件（56.7％）であった．204件（72.6％）が業務研究に取組んでおり，明文
化するなど位置づけられていることや保健所内のサポートがあると有意に取組んでいた．業務
研究の推進条件に関し主担当保健師，リーダー保健師，保健所，県あるいは市区本庁，大学ご
とに取組みの有無別に整理できた．
継続的に業務研究を推進していくには主担当保健師の課題を見出す視点，リーダー保健師の
研究に取組みやすい職場環境づくり，保健所の業務研究を遂行しようという職場風土の醸成，
大学からの助言や研究指導者としての役割遂行といった体制が必要と考えられる．この体制づ
くりに向け，更なる詳細な調査が必要である．
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Abstract
This study aimed to determine the actual condition of practice research activities among public
health nurses (PHNs) and the circumstances that promote research at public health centers (PHCs).
Practice research was defined as research activities to improve practices through the evaluation and
development of common health procedures. These included and aimed at announcing and included as
the nurses’organization group, not just the activities of individuals.
This study was conducted by mailing anonymous, self„administered questionnaires to 495 PHNs
with supervisory roles at PHCs throughout Japan (conducted in January 2013). The survey asked of
whether the respondent engaged in practice research, the status of practice research at the respon-
dent’s workplace, the availability of research support within or outside the PHC, and the free descrip-
tive documents of the conditions the respondent believed necessary to promote practice research at
that institution. The survey responses were analyzed using IBM SPSS version 21. Responses were or-
ganized by simple tabulation, chi„squared test, and Mann„Whitney U„test. Text data were analyzed
qualitatively and inductively.
The survey was conducted after obtaining approval from the ethics committee.
The number of valid responses was 281 (56.7％). A total of 204 respondents (76.2％) were engaged
in practice research. Significant practice research activities were observed at PHCs with internal sup-
port and where practice research activities are expressly positioned in writings. The PHCs were
categorized based on the presence or absence of practice research activity at each site, and subse-
quently organized according to the situations of each location, including the primary supervisor, head
PHN, PHC, prefecture or city health office, university affiliation, and so on.
The following are necessary systems for continuous promotion of practice research: awareness of
the challenges faced by the primary PHN, creation by the head PHN of a work environment conducive
to working on practice research, a workplace atmosphere that fosters public health practice research,
the presence of university research support, and execution of the research supervisor’s role.
Key Words: Public health centers, Public health nurses, Practice research, Making of systems
千葉大学大学院看護学研究科紀要 第40号
Ⅰ 緒 言
地域の健康課題は年々多様化・複雑化してお
り，子どもや高齢者の虐待予防，次世代育成支援，
生活習慣病の予防を始めとした健康づくり，介護
予防，災害時の危機管理体制の構築など，多岐に
渡っている．さらに，行財政改革や市町村合併の
推進により組織改編が進み，多様な部署に配属さ
れる分散配置が進行している．そして，保健事業
の実施計画（データヘルス計画）策定の手引き１）
に見られるように今まで以上に，明確な根拠に基
づく企画，効果的な事業の実施，的確な評価にも
とづく，確実なPDCAサイクルの循環による活動
運営を図ることが求められている．
このような時代の中で行政保健師（以下，保健
師とする）は，住民，関係する機関の職員や所属
組織内の他職種との連携・協働による，健康課題
の解決を図っていく能力が求められている．この
解決方法は多種多様であるために，実践で得られ
た経験や事象を研究的に検証していくなど，実践
活動と研究活動の連続性２）がこれまで以上に必
要であると考える．保健師としての実践を追求す
るには，事業の必要性や有効性といった，実践す
る上での根拠を所属組織内外の関係者に示し理解
を得ることが重要であり，そのためには研究的な
取組みが必要となる３）．
日本看護協会が実施した「保健師の活動基盤に
関する基礎調査」（平成26年度）４）によると，行
政領域の保健師が，現在，最も身につけたい能力
として一番多かったのが，「企画立案能力」であ
った．「情報収集・調査研究能力」を直接選択し
た割合は，企画立案能力に比べると低かったが，
企画立案していく上で，情報を収集し分析し，明
確な根拠を持つことができるためには，研究に係
る能力は必須ではないかと考えられ，高い学習
ニーズがあると捉えられる．この傾向は，平成22
年度の「保健師の活動基盤に関する基礎調査」５）
と同様であり，短期的な傾向ではなく，数年にわ
たっての高い学習ニーズを示す，行政保健師が身
につけたい能力といえる．従前より日本看護協会
は「看護者の倫理綱領」の中で，より質の高い看
護を行うために，看護実践，看護管理，看護教育，
看護研究の望ましい基準を設定し，実施すること
を明示しており６），看護実践を行うだけでなく，
看護研究を実施することの必要性が述べられてい
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る．看護職である保健師は，看護研究の手法を用
いながら，よりよい実践となるよう常に追求し，
継続的に看護研究を推進していけるように諸々の
条件を整えていくことが必要である．
行政領域の中でも保健所は地域保健法第７条に
おいて，地域住民の健康の保持及び増進を図るた
めに所管区域に係る地域保健に関する調査及び研
究を行うことと，明文化されている行政機関であ
る．よって，保健所に所属する保健師には必然的
に，研究的思考をもった実践の推進とともに，そ
の保健所管内の保健師に対して研究を推進してい
くことのモデルを示すとともに，管内の市町村保
健師への支援をしていくことも求められている．
保健所保健師の業務研究に関する報告は複数見
られ，神経難病患者の支援に関わる従事者への支
援７），感染症対策の強化に関する研究８），保健所
の重要な機能として期待されている市町村支援に
関する研究９），保健所と管内の市町の協働研究10），
など多数の報告がされている．このような業務研
究がさらに発展することを意図し，全県での取組
みとして研修体制を活用した取組み11），取組んだ
内容を発表会形式で発展させる取組み12）が報告
され，県本庁の重要な役割に関する事例として報
告されている．これらの保健師の業務研究への取
組みに関する実態調査として，研究を展開する上
での重要な条件である倫理面に特化した調査は報
告されているが13），業務研究自体への取組みの実
態調査に関しては報告が見られない．
複雑化する健康課題，分散配置化による少数の
保健師からなる業務体制の中で，保健師個人のみ
では研究的思考をもって実践の改善・充実を図り
にくいと考えられ，その保健師が所属する組織内
外の研究に取組むサポート体制が重要と考える．
しかし，どのようなサポート体制が必要かという
ことに関しては十分に明らかにされていない．そ
こで，保健師の業務研究を推進する上で，要とな
ることを期待されている保健所保健師が，日頃の
活動の評価や発展をめざし取組んでいる業務研究
の実態と，業務研究を実施する上での所属組織内
外の推進条件を明らかにすることで，業務研究を
推進していくサポートモデルの開発への基礎資料
を得ることができると考えた．
Ⅱ 目 的
保健所保健師が日頃の活動の評価や発展をめざ
し取組んでいる業務研究の実態と，業務研究を実
施する上での推進条件を明らかにする．
Ⅲ 用語の定義
業務研究を，公表することを前提に日頃の活動
の評価や発展のため，保健師個人としてだけでな
く組織として実施する，実践の改善をめざした研
究活動とする．
Ⅳ 方 法
１．研究協力者
都道府県・政令指定都市・中核市・保健所政令
市・特別区の全495保健所にて，保健師業務を統
括する立場の保健師（以下，リーダー保健師），
１名，計495名とした．
２．調査依頼方法
全国保健所長会ホームページ（http://www.
phcd.jp/index.html，2013.1.4アクセス）より，各
保健所の住所を入手した．この住所へ，所属長へ
の依頼文と保健師への依頼文，調査票，返送用の
封筒を郵送した．
３．調査データの収集方法
調査は無記名自記式とし，各自からの返送をも
ってデータを収集した（調査期間は2013年１月９
日～31日）．
調査項目は，基本事項（所属保健所の種類，職
位，保健師経験年数等），人材育成計画等への記
載といった業務研究の位置づけ，３年間（2010年
～2012年度）での業務研究の取組みの有無や発表
および論文投稿の状況，保健所内のサポートへの
認識（項目とVisual Analogue Scale（VAS）），保
健所外からの業務研究のサポート状況への認識
（項目とVAS），希望サポート内容，強化したい
スキル，業務研究を推進する上で必要な条件とし
て，業務研究の主担当の保健師（主担当保健師），
リーダー保健師，保健所，県あるいは市区本庁，
大学に関する自由記述とした．
４．分析方法
IBM SPSS ver.21を用いて，まず調査項目ごと
に単純集計した．
次に，取組みの有無と業務研究の位置づけ，業
務研究のプロセスにおいて強化したいスキルと希
望するサポートとの関連についてχ2 検定，取組
みの有無と所内外のサポート（VAS）に関しては
正規性を確認した後にMann„WhitneyのU検定を
用いた．自由記述は同質性からカテゴリーを作成
した．
５．倫理的配慮
研究代表者の所属する大学院研究科の倫理審査
委員会の承認を得た後に調査に着手した．依頼文
に調査の目的，方法，研究参加の任意性等を記し，
－30－
表２ ３年間で取組んだ業務研究のテーマ
業務研究のテーマ （件）（％）
子育て支援（虐待予防・障害児支援含む） 77 37.7
精神障がい者支援 62 30.4
地域の健康危機管理活動 58 28.4
在宅療養支援 56 27.5
健康づくり（健康増進計画関連を含む） 50 24.5
感染症対策 50 24.5
生活習慣病予防 42 20.6
関係機関との協議会など地域ケアシステムづくり 34 16.7
学童期・思春期支援 23 11.3
介護予防支援 19 9.3
地域住民との協働、地域づくり 19 9.3
保健師の人材育成 17 8.3
自殺予防対策 13 6.4
災害対策 10 4.9
難病患者支援 5 2.5
その他 21 10.3
表１ 回答者の職位
回答者の職位 （件）（％）
部長級 5 1.8
課長級（課長、課長補佐、主幹、副主幹） 180 64.1
係長級（係長、主査、副主査） 77 27.4
スタッフ（主任、技師、保健師） 12 4.3
NA 7 2.5
合 計 281 100
表３ 業務研究の位置づけの状況
業務研究の位置づけの状況 （件）（％）
特に位置づけられていない 128 45.6
人材育成ガイドライン等明文化されている 76 27.0
明文化されていないが、業務研究を実施す
るという申し合わせがある 67 23.8
その他 7 2.5
NA 3 1.1
合 計 281 100
表４ 業務研究に取組むにあたっての保健所内のサポートの状況
(件数（％））
非常に
そう思う
そう思う
どちらとも
いえない
あまりそう
思わない
全くそう
思わない
NA
研究に関してアドバイスできる人材がいる 21(7.5) 129(45.9) 81(28.8) 33(11.7) 8(2.8) 9(3.2)
業務との両立に配慮がある（シフトへの配慮） 4(1.4) 77(27.4) 97(34.5) 73(26.0) 23(8.2) 7(2.5)
研究時間を確保してくれる 4(1.4) 61(21.7) 112(39.9) 70(24.9) 26(9.3) 8(2.8)
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返送をもって研究参加の意思を確認した．電子
データの作成，データの分析，結果の公表に際し，
個人名，保健所名，自治体名の匿名化といった個
人情報の保護に努めた．データは専用のパソコン
で管理し，データの漏洩が起こらないよう配慮し
た．
Ⅴ 結 果
１．有効回答数と回答者の属性
有効回答数は281件（56.7％）であった．所属
保健所は都道府県保健所が213件（75.8％）と一
番多く，次いで中核市の保健所26件（9.3％），政
令指定都市保健所20件（7.1％）の順であった．
女性276件（98.2％）とほぼ女性からの回答で
あり，年齢は平均54.1±4.9歳であり，33歳から
60歳と幅があった．保健師経験年数は平均30.7±
5.5年であり，最短７年，最長38年であった．職
位は，課長級180件（64.1％）と一番多く，次い
で係長級77件（27.4％）であり，少数であるが，
部長級５件（1.8％）からの回答もあった（表１）．
２．業務研究への取組みの有無と業務研究のテー
マ，および業務研究の位置づけ
３年間で204件（72.6％）が業務研究に取組ん
でいたが，77件（27.4％）が取組んでいなかった．
取組んでいた平均本数は4.5±5.2本であり，１本
から47本と幅があった．保健所の種別による取組
みの有無に有意差が認められなかったため（p＝
0.27），合わせて検討することとした．業務研究
のテーマは，子育て支援に関するテーマが77件
（37.7％）と一番多く，次いで精神障がい者支援
62件（30.4％），地域の健康危機管理活動に関し
て58件（28.4％），在宅療養支援56件（27.5％），
健康増進計画策定を含む健康づくり50件（24.5
％），感染症対策50件（24.5％），生活習慣病対策
42件（20.6％）等多様に取組んでいた（表２）．
人材育成ガイドライン等明文化されている保健
所が76件（27.0％），明文化されていないが，業
務研究を実施するという申し合わせがあるが67件
（23.8％）であった．しかし，一番多かったのは
特に位置づけられていない128件（45.6％）であ
った（表３）．
業務研究の実施に関し，明文化するなど位置づ
けがされていると，有意に取組みがされていた
（p＜0.001）．
３．業務研究に取組む上での保健所内のサポート
状況
－31－
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保健所内のサポート状況を表４に示した．保健
所内に研究に関してアドバイスできる人材がいる
に関し，「非常にそう思う」と「そう思う」を合
わせて5割強の回答であった．シフトへの配慮が
あることや業務研究に取組む時間の確保に関して
は２割程度があるとの回答であった．業務研究の
時間の確保が難しい中，取組んでいることが伺え
る結果となった．
業務研究に取組む上で保健所内にてどの程度の
サポートがあるかに関し，VASで回答を求めたと
ころ276件の回答があり，中央値54.0（42.0－
72.0）であった．保健所内のサポートが高いと認
識されていると有意に業務研究に取組んでいた
（p＜0.001）．特に，保健所内にアドバイスでき
る人がいることで有意に取組んでいた（p＜
0.001）．
４．業務研究のプロセスにおいて強化したいスキ
ルと希望するサポートの関連
業務研究のプロセスにおいて強化したいスキル
と希望するサポートの関連を表５に示した．関連
文献の収集，研究方法の選択，データ収集・分析，
報告書（抄録）の作成，学会発表，論文投稿に関
し，強化したいスキルと希望するサポート内容が
有意に関連していた．強化したいスキルとして研
究方法の選択は，テーマ設定や文献収集といった
サポートとも関連しており，論文投稿は関連文献
の収集や学会発表のサポートとも関連していた．
５．業務研究を推進する上で必要な条件に関する
自由記述（表６）
１）主担当保健師にとって必要な条件
業務研究を推進する上で主担当保健師にとって
必要な条件に関し，記載内容を5項目に整理する
ことが出来た．【業務改善のための業務研究の必
要性の認識と取組む意欲】，【日頃の業務の中に研
究課題を見出す視点】，【積極的に業務内容を評価
し，改善点を把握】，【研究スキルを習得できる機
会の獲得】の4項目に関しては，取組みの有無に
かかわらず，順に抽出することが出来た．【業務
研究に取組む時間の確保】に関しては，取組み無
の保健所の方が割合が多いという回答であった．
２）リーダー保健師にとって必要な条件
業務研究の推進におけるリーダー保健師の条件
について，取組みの有無にかかわらず以下の項目
を抽出できた．【業務研究に取組みやすい職場環
境づくり】，【サポートするための業務研究にかか
る研究スキルの獲得】，【保健所内外の助言者との
ネットワーク構築・調整】，【日頃の問題認識から
業務研究の必要性を認識】であった．取組み有の
保健所では，【広い視野からの業務研究への助言】，
【業務研究に取組みやすくするための業務調整】，
さらに【実施した業務研究が業務の改善に活用で
きているか把握】といった条件を抽出できた．取
組無の保健所では，【業務研究に取組むスタッフ
の意欲・動機への支援】や【業務を評価・改善す
る視点の保持】といった取組みを開始する項目を
抽出することができた．
３）業務研究の推進に必要な保健所の条件
業務研究の推進に必要な保健所の条件に関し，
取組みの有無に関わらず以下のように整理でき
た．【職場全体の主担当保健師への支援体制】，
【主担当保健師の研究時間の保証】，【業務研究を
遂行しようという職場風土】，【上司の助言・バッ
クアップ】，【業務研究に係る予算の確保】を抽出
できた．取組み有の保健所では，【職場全体の主
担当保健師への支援体制】が，取組み無の保健所
では，【業務研究を遂行しようという職場風土】
が一番多いという結果であった．
４）業務研究の推進に必要な県あるいは市区本庁
の条件
業務研究の推進に必要な県あるいは市区本庁の
条件に関し，取組み有の保健所では，【学会等で
の発表旅費や助言者の謝礼などの予算の確保】，
【情報提供と助言者の確保を含むアドバイス】，
【発表の形式を含む業務研究にかかる研修の実
施】，【業務研究の現任教育への位置付けの明文化】
の順に条件を抽出できた．取組み無の保健所では，
【情報提供と助言者の確保を含むアドバイス】が
15件（19.5％）であり一番多かった．
５）業務研究の推進に必要な大学の条件
業務研究の推進に必要な大学の条件について，
取組み有の保健所では，【必要に応じたあるいは
実態に合った助言・指導】，【共同研究できる体制
の構築】，【支援窓口・支援内容の公表】，【業務研
究について学ぶ場の提供】の順に条件を抽出でき
た．取組み無の保健所では，【必要に応じたある
いは実態に合った助言・指導】の次に，【支援窓
口・支援内容の公表】が多いという結果となった．
Ⅵ 考 察
本研究では，業務研究を推進していくサポート
モデルの開発への基礎資料を得るために，保健所
保健師が日頃の活動の評価や発展をめざし取組ん
でいる業務研究の実態と，業務研究を実施する上
での推進条件を明らかにした．
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表５ 業務研究のプロセスにおいて強化したいスキルと希望するサポート
（P値）
強化したいスキル
関連文献の
収集
研究方法の
選択
データの収
集・分析
報告書（抄
録）の作成
学会発表 論文投稿
????????テーマ設定 0.37 0.00* 0.77 0.20 0.37 0.41
関連文献の収集 0.00* 0.02 0.40 0.60 0.23 0.03
研究方法の選択 0.57 0.00* 0.82 0.12 0.80 0.81
データ収集 0.10 0.11 0.10 0.00* 0.62 0.30
データ分析 0.47 0.40 0.00* 0.08 0.48 0.98
報告書（抄録）の作成 0.85 0.78 0.52 0.00* 0.45 0.80
学会発表 0.98 0.50 0.85 0.02 0.00* 0.00*
論文投稿 0.64 0.53 0.43 0.26 0.05 0.00*
＊ 有意水準 １％未満
表６ 業務研究の推進に必要な主担当者、保健所、本庁と大学の条件（自由記述）
取組有 取組無
（件） （％） （件） （％）
＜主担当保健師の条件＞
業務改善のための業務研究の必要性の認識と取組む意欲 89 43.6 28 36.4
日頃の業務の中に研究課題を見出す視点 29 14.2 13 16.9
積極的に業務内容を評価し、改善点を把握 24 11.8 4 5.2
研究スキルを習得できる機会の獲得 23 11.3 3 3.9
業務研究に取組む時間の確保 5 2.5 8 10.4
＜リーダー保健師の条件＞
業務研究に取組みやすい職場環境づくり 51 25.0 15 19.5
広い視野からの業務研究への助言 48 23.5 0 0.0
サポートするための業務研究にかかる研究スキルの獲得 27 13.2 11 14.3
保健所内外の助言者とのネットワーク構築・調整 24 11.8 2 2.6
業務研究に取組みやすくするための業務調整 12 5.9 0 0.0
日頃の問題認識から業務研究の必要性を認識 9 4.4 3 3.9
実施した業務研究が業務の改善に活用できているか把握 6 2.9 0 0.0
業務研究に取組むスタッフの意欲・動機への支援 0 0.0 11 14.3
業務を評価・改善する視点の保持 0 0.0 4 5.2
＜保健所の条件＞
職場全体の主担当保健師への支援体制 55 27.0 11 14.3
主担当保健師の研究時間の保障 22 10.8 5 6.5
業務研究を遂行しようという職場風土 21 10.3 15 19.5
上司の助言・バックアップ 8 3.9 2 2.6
業務研究に係る予算の確保 5 2.5 1 1.3
＜本庁の条件＞
学会参等での発表旅費や助言者の謝礼などの予算の確保 43 21.1 9 11.7
情報提供と助言者の確保を含むアドバイス 32 15.7 15 19.5
発表の形式を含む業務研究にかかる研修の実施 29 14.2 8 10.4
業務研究の現任教育への位置付けの明文化 19 9.3 4 5.2
＜大学の条件＞
必要に応じたあるいは実態に合った助言・指導 79 38.7 22 28.6
共同研究できる体制の構築 34 16.7 5 6.5
支援窓口・支援内容の公表 26 12.7 11 14.3
業務研究について学ぶ場の提供 7 3.4 0 0
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業務研究への取組みの実態から，まず業務研究
への取組みを開始し，推進させる上で必要な条件，
業務研究への取組みを発展させていく上で必要と
考えられる，体制づくりにおける保健所内外の条
件，業務研究の充実に向け必要と考えられる条件
について述べていく．
１．業務研究への取組みを開始し，推進させる上
で必要な条件
保健所は地域保健法によって，地域保健に関す
る調査及び研究を行うことと，明文化されている
行政機関ではあるが，約３割が業務研究に取組ん
でいなかった．業務研究への取組みは，保健所内
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外のサポートがあると有意に取組んでおり，特に
保健所内のアドバイザーの存在が業務研究を推進
する上で効果的であることが示された．医師であ
ることが多い保健所長からのアドバイスを活用す
ることも有効と考えられるが，取組み無の保健所
のリーダー保健師の認識から明らかになったよう
に，リーダー保健師が【業務を評価・改善する視
点の保持】や【業務研究に取組むスタッフの意欲・
動機への支援】をすることが，業務研究への取組
みを開始する上で必要と考えられる．業務研究は
研究成果を業務に活かせてこそ意味があり，業務
内容をよりよいものにするにはどうしたらよいか
という，リーダー保健師からスタッフ保健師への
働きかけによる動機付けが有効と考えられる．さ
らに取組みを推進していくにはリーダー的立場の
保健師自身が，【サポートするための業務研究に
かかる研究スキルの獲得】を図ることで，【広い
視野からの業務研究への助言】を行えると考える．
根拠をもった業務運営において期待されている保
健所の役割１）であり，リーダー保健師が発揮す
ることを期待されている能力でもあることから14），
業務研究への取組みをさらに推進していく上で重
要な条件であると考える．
２．組織的な業務研究への取組みとなるための体
制づくりに必要な要素
業務研究を推進していくには，その事業の主担
当の保健師が積極的に業務を評価し課題を見出す
視点を持つことが必要であり，それには本人の意
欲が大きく影響していると考える．この意欲を支
えるために，リーダー保健師は研究に取組みやす
い職場環境をつくること，保健所は業務研究を遂
行しようという職場風土を醸成することが重要で
ある．そして，本庁は学会等の発表する機会の確
保や公表する機会に関する予算の確保，大学は根
拠をもった事業運営となるよう，研究の質向上に
関する助言者・指導者としての役割を果たすとい
った体制が必要と考える．
業務研究を推進していく上でアドバイザーの存
在は大きいと捉えられているが，保健所内におい
て業務研究へのアドバイザーを確保することが難
しい場合，保健所外の支援者，例えば，大学の研
究者等を活用することも一案ではないかと考え
る．その際，リーダー保健師を含む管理的立場の
保健師が窓口となり，積極的に大学側へ働きかけ
ることも必要と考えられる．そして，大学側から
も積極的に業務研究をサポートするという声かけ
が必要である．さらに，取組みたい研究内容に精
通した研究者からの支援を受けられることが望ま
しいと考えると，共同研究事業の効果に関する報
告15）にて好事例を示しているように，サポート
を受けたい保健師の希望と大学の研究者がどのよ
うな研究を支援できるか表明し，両者のマッチン
グが可能となる仕組みの構築を推進していくこと
が期待される．
３．業務研究の内容の充実に向け必要と考えられ
る，サポートする際の留意点
業務研究の遂行プロセスとして，関連文献の収
集，研究方法の選択，データ分析，報告書（抄録）
の作成，学会発表，論文投稿があり，すべての段
階で強化したいスキルと捉えており，サポートを
希望していた．業務研究は，取組んでいる実践内
容の充実を目指した活動であり，取組んだ業務研
究の成果を実践に活かせてこそ，価値あるものと
考える．実践における課題を明確にし，方策を考
案・開発する最初の段階として研究計画書の作成
があり16），研究目的として何を明らかにし，明ら
かにした結果をどのように実践に活かしていく
か，研究方法の選択，データ分析等を含む，研究
工程を示した研究計画書の作成が要と考えられ
る．また，業務研究は保健師個人で実施するもの
ではなく，組織で取組むことで実践内容の充実に
つながると考える．複数メンバーによる研究チー
ムが同じ方向で進んでいくことができるためにも
研究計画書の作成は重要と考える．業務研究サ
ポートを実施する際，研究成果を実践でどのよう
に活用するかといった視点も入れ込んだ研究計画
書の立案が重要であり，このような研究計画書と
なるように，作成段階からサポートを実施できる
ような条件づくりが必要ではないかと考える．
４．本研究の限界と課題
本研究は，郵送法による記述内容からデータを
収集したものであり，恒常的に業務研究に取組ん
でいる保健所や興味のある保健師から多くの回答
があったと考えられる．今後，どのような条件が
あると業務研究への継続的な取組みとなるのか，
さらなるデータ収集が必要と考える．具体的には，
業務研究への取組みを継続的に進めていくには，
どのような工夫がされているのか，保健所の種別
も考慮しながら先駆的に取組んできている保健所
へのインタビュー調査も必要と考える．
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